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社会福祉法人　飯田市社会福祉協議会

いいだ成年後見支援センター

成年後見制度の利用 P 1
法定後見制度と任意後見制度 P 3
法定後見制度申立手続きの流れ P 5
任意後見制度申立手続きの流れ P 7
成年後見人等の仕事について P 9
後見制度支援信託について P10
成年後見制度に関する相談窓口 P11

成年後見制度
安心して自分らしい生活を送るために

せ い　　 　 ね ん　 　　こ う　　 　け ん　　 　せ い　　　 　ど

請求書

成年後見制度に関する相談窓口
飯 田 市 にお住まいの 高齢者
・飯田市長寿支援課長寿支援係（飯田市全域）
・いいだ地域包括支援センター （橋北、橋南、羽場、丸山、東野、松尾、下久堅、上久堅）

飯田市役所、地域包括支援センター
TEL.0265-22-4511（代表）
TEL.0265-56-1595

下伊那郡 にお住まいの方
・松川町役場保健福祉課
・高森町役場健康福祉課

各町村役場
TEL.0265-36-6800
TEL.0265-35-3111（代表）

・阿南町役場民生課 TEL.0260-22-4051
・阿智村役場民生課 TEL.0265-43-2220（代表）
・平谷村役場住民課 TEL.0265-48-2211
・根羽村役場住民課 TEL.0265-49-2111（代表）
・下條村役場福祉課 TEL.0260-27-1231
・売木村役場住民課 TEL.0260-28-2311（代表）
・天龍村役場住民課 TEL.0260-32-2001（代表）
・泰阜村役場福祉課 TEL.0260-26-2111（代表）
・喬木村役場保健福祉課 TEL.0265-33-2001（代表）

・大鹿村役場保健福祉課 TEL.0265-39-2001（代表）
・豊丘村役場健康福祉課 TEL.0265-35-9060

飯 田 市 にお住まいの 障害者 飯田市福祉課障害福祉係
TEL.0265-22-4511（代表）

障 害 者 の 方 の 相 談 飯伊圏域障がい者総合支援センター TEL.0265-24-3182

任意後見契約について 飯田公証役場 TEL.0265-23-6502

日常生活自立支援事業について 飯田市社会福祉協議会　地域福祉係 TEL.0265-53-3187

成年後見制度の申立先 長野家庭裁判所飯田支部 TEL.0265-22-0187

・かなえ地域包括支援センター（鼎） TEL.0265-53-9411
・いがら地域包括支援センター（山本、伊賀良） TEL.0265-28-2361
・かわじ地域包括支援センター（千代、龍江、竜丘、川路、三穂） TEL.0265-27-6052
・かみさと地域包括支援センター（上郷、座光寺） TEL.0265-48-5501
・南信濃地域包括支援センター（上村、南信濃） TEL.0260-34-1066

〒395-0024　長野県飯田市東栄町3108番地1 さんとぴあ飯田2階

℡0265-53-3187  ℻0265-53-3183いいだ成年後見支援センター
成年後見制度の利用や申立についてのご相談
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生活上の課題整理

１ ２

認知症があるAさんは、銀行
でのATMの操作もできなく
なってしまいました。姪がA
さんに頼まれて窓口で手続
きをしようとしましたが「本
人以外は手続きできない」
と断られてしまいました。

知的障害があるBさんは、母
親に金銭管理や契約締結の
お手伝いなどの支援をして
もらっていましたが、その母
親も高齢となり、今後の支
援が困難になってきました。

親が他界した知的障害があ
るCさん。相続手続き、不動
産や預貯金の管理が必要に
なりましたが、自分一人では
手続きができませんでした。

認知症のあるDさんは、自宅
での独居生活が困難になって
きました。在宅福祉サービスや
施設入所について、ケアマネ
ジャーから説明を受けました
が、サービス内容や利用に必
要な契約が理解できません。

精神障害があるＥさんは、た
びたび悪質な訪問販売の被
害に遭っていました。

❶ 自己決定の尊重
憲法13条の幸福追求権に含まれ、
全ての人は自分の行動を自由に決
定し、自分の人生を決める権利を
持っています。後見人等が本人を支
援する際も、本人の意思と選択を
知り、周囲の家族や医療、介護の専
門家ではなく、本人の意思を最も
尊重しようとする姿勢のことです。

❷ ノーマライゼイション
高齢者や障害のある方も、特別扱
いをしないで、可能な限り社会の
一員として、家庭や地域で通常の
生活をすることができる社会をつ
くろうという考えです。

❸ 残存能力の活用
本人が今持っている能力を、最大
限に活かして生活することを尊重
することです。何でも他人が行うの
ではなく、できることはできる範囲
で自分で行う、という考えです。

❹ 身上配慮義務
成年後見人が、生活・療養看護に
関する事務、および財産管理事務
を行うにあたって、本人の心身の状
態や生活の状況を把握し、配慮し
なくてはなりません。
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こんなときに利用できます

成年後見制度を利用して代
理権が得られたので、後見
人がAさんに代わって、銀行
での手続きができるように
なりました。

母親の入院を機に、成年後見
制度の申立てを行いBさんに
成年後見人※注1が選任されま
した。本人も安定して生活す
ることができるようになり、
母親も治療に専念すること
ができるようになりました。

成年後見制度を利用し補助人
※注2が選任され、相続手続き
を行うことができました。ま
た、その後の生活費の管理
も適切に行われています。

成年後見制度を利用し成年
後見人※注1が選任されたこ
とで、判断能力が不十分な
Dさんに代わって、後見人が
福祉サービスや施設入所契
約の内容をよく理解し、契
約の代理などを行います。

成年後見制度を利用し保佐人※注3

が選任されることで、同意権や取消
権によって、後見人の同意していな
い契約を取り消すことができます。
クーリングオフの期間を過ぎても
契約を解除することができ、その後
被害に遭うことはなくなりました。

成年後見制度を利用すると

他の
支援制度へ

日常生活自立支援事業
の活用を検討

日常生活自立
支援事業の利用

申立手続きへ

他の
支援制度へ

契約行為・
財産管理等の課題
あり なし

あり なし

申立の必要性の検討

契約書

後見人

契約書
契約書

取消
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成年後見制度は本人の権利や財産を守る仕組みです1
成年後見制度
の理念

成年後見制度活用検討

※注1～3は、P３～P4参照
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重度の認知症など
で、自己の財産を管
理・処分することが
できず、日常的な買
い物も自分ではでき
ません。

対象となる人の判断能力 本人の同意支援者の名称 支 援 の 内 容

介護認定の申請や福祉サービス契
約などを、後見人が本人に代わっ
て行うことができます。
また本人のために預貯金の預入
れ、払戻しなどの金融機関手続き
ができます。
ただし、代理権の範囲は本人の判
断能力の程度によって異なります。

代 理 権

「同意権」とは、本人が特定の行為
を行う際に、その内容が本人に不
利益でないか確認し、問題がない
場合に同意（了承）する権限です。
「取消権」とは、後見人の同意が必
要な行為について、同意を受けず
に行った本人の法律行為を取り消
す権限です。
ただし、日用品の購入など日常生
活に関する行為は取り消せません。

同意権・取消権

後見人に与えられる権限

３ ４

「成年後見制度」とは
認知症、知的障害、精神障害などによって物
事を判断する能力が十分ではない方につい
て、家庭裁判所に申立てを行い、本人の権利
や財産を守る援助者を選んでもらうことで、
本人を法律的に支援する制度です。
成年後見制度には、判断能力が不十分に
なってから利用する「法定後見制度」と、判
断能力があるうちにあらかじめ後見人や将
来の支援内容を自分で決めておく「任意後
見制度」があります。

法定後見制度の類型は医師の診断書
に基づいて、家庭裁判所が判断しま
す。本人の判断能力によって、「後見類
型」、「保佐類型」、「補助類型」の3類型
に分類されます。それぞれの支援者は
「成年後見人」「保佐人」「補助人」と呼
ばれ、支援できる内容が異なります。

任
意
後
見
制
度

法
定
後
見
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度

後 見 類 型
契約判断能力が
ほとんどありません

日常的な買い物は
できますが、重要な
財産に関する法律
行為は、誰かに援助
してもらう必要があ
ります。

保 佐 類 型
判断能力がかなり
衰えています

難しい契約をひとり
でするのは不安な状
態で、重要な財産に
関する法律行為の
中には、援助が必要
なものがあります。

補 助 類 型
援助が必要な
場合もあります

現在は大丈夫ですが、将来の財産管
理や生活が不安。
あらかじめ後見人や、支援して欲し
いことを契約で決めておきたい。

現在判断能力が
ある人が対象です 十分な判断力があるうちに、将来の判断能力の低下に備えて、あらかじめ自分の

生活、身上監護や財産管理に関する事務（後見事務）について、その具体的な内容
や後見事務を行う人を、事前の契約（任意後見契約）によって定めておきます。
後日、実際に自分の判断応力が不十分になったときに、その契約の効力を発生さ
せて、自分の意思で決めた後見事務を、自分が選んだ任意後見人に行ってもらう
制度です。　※任意後見人には同意権・取消権はありません。

公証役場で契約

制度申立に際して、
本人の同意は必要と
されていません。

財産の管理や、生活、療養看護に関する
事務など、「すべての法律行為」※１を本
人に代わって行ったり、必要に応じて取
り消したりします。

申立ての範囲内で家庭裁判所が定める
法律行為を代わって行います。
また、「重要な法律行為」※2 についての
同意（了承）をする権限を持ちます。本人
が保佐人の同意を得ないで重要な法律
行為を行った場合は、その行為を取り消
すことができます。

申立ての範囲内で家庭裁判所が定める
法律行為を代わって行います。
申立時に選択した「重要な法律行為」※2
の一部に同意したり、取り消したりします。

将来に備えて、本人が
任意に契約します。

制度申立に際して本
人の同意が必要です。

補助人にどのような
代理権・同意権を与
えるかについても、
同意が必要です。

制度申立に際して、
本人の同意は必要と
されていません。

保佐人にどのような
代理権を与えるかに
ついては、同意が必
要です。

成年後見人

保佐人

補助人

任意後見人

法定後見制度 と 任意後見制度2
※1「すべての法律行為」とは 
財 産 管 理 や 身 上 監 護 に 関 す る 法 律 行 為 
と 、 「 重 要 な 法 律 行 為 」 の こ と を 言 い ま す 。 
た だ し 、 毎 日 の 買 い 物 や 身 体 介 護 な ど 、 
日 常 生 活 に 関 す る 行 為 は 含 ま れ ま せ ん 。 

※2「重要な法律行為 」とは 
❶ 貸  金 の 元 本 の 返 済 を 受 ける こ と 。 
❷ 金 銭 を 借 り 入 れ た り 、 保 証 人 に な 
る こ と 。 

❸ 不 動 産 を は じ め と す る 重 要 な 財 産 
に つ い て 、 手 に 入 れ た り 、 手 放 し た 
り す る こ と 。 

❹ 民 事 訴 訟 で 原 告 と な る 訴 訟 行 為 を 
す る こ と 。 

❺ 贈 与 す る こ と 、 和 解 ・ 仲 裁 合 意 を す 
る こ と 。 

❻ 相 続 の 承 認 ・ 放 棄 を し た り 、 遺 産 分 
割 を す る こ と 。  

❼ 贈 与 ・ 遺 贈 を 拒 絶 し た り 、 不 利 な 条 件 
が つ い た 贈 与 や 遺 贈 を 受 け る こ と 。 

❽ 新 築 ・ 改 築 ・ 増 築 や 大 修 繕 を す る こ と 。 
❾ 一 定 の 期 間 を 超 え る 賃 貸 借 契 約 を 
す る こ と 。
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５ ６

①成年後見制度は精神上の障害(認知症、知的障害、精神
障害等)がある方が対象です。（本人の障害が身体的なもの
だけの場合、また単なる浪費などの場合は、法定後見制度の対
象になりません）
②手続きにはある程度の時間がかかります。（問題がなければ
おおむね2～3か月）
③法定後見人は、最終的に家庭裁判所がふさわしい人を選任するた
め、申立人が希望する人が選任されるとは限りません。
④本人の預貯金等の財産の内容によっては、裁判所から後見制度
支援信託の利用について、検討を求められる場合があります。
⑤成年後見人等の責任は、判断能力が回復するか、通常は
本人が死亡するまで続きます。申立てのきっかけとなった
問題が解決した後も続きます。
⑥いったん申立てをすると、家庭裁判所の許可を得なければ
取下げをすることができませんのでご注意ください。

①申立書など
②本人の戸籍謄本・住民票
③本人の「後見登記されていないこと
の証明書」………………… 300円
④本人の診断書（成年後見用）
⑤後見人候補者の戸籍謄本・住民票
⑥印紙・切手類 ………… 1万円程度
⑦鑑定費用 ………………… 5万円
　※鑑定省略の場合、費用はかかりま

せん。
　※住民票は本籍地記載のものが必

要です。

検討 申立準備 申立審理 審判 法定後見人
スタート

●本人情報シートの作成依頼
本人に関わる福祉関係者がいる場合、
本人情報シートの作成を依頼します。

●本人の診断書をとります
医師による診断書（成年後見用）
をとり、後見・保佐・補助のいずれ
に該当するかを判断します。

●申立て
申立人が本人の所在地の家庭裁判
所に申立てます。

●審判が出ます
家庭裁判所により、類型の決定、成
年後見人等の選任、同意権や代理
権の内容・範囲が決定されます（審
判書が申立人、本人、後見人等に通
知されます）。成年後見人等を監督
する成年後見監督人などが選ばれ
ることもあります。

●審判確定
後見人等が審判書を受領後、２週間
以内に不服申立てがなかった場合、
審判が確定します。審判に不服があ
る本人、配偶者、４親等内の親族（申
立人を除く）は、この２週間の間に不
服申立て（即時抗告）の手続きをと
ることができます。ただし、誰を後
見人等に選任するかという家庭裁
判所の判断については、不服申立て
をすることはできません。

●後見登記
審判確定後、家庭裁判所が東京法
務局に後見登記の登録を依頼しま
す。審判書を受け取った時から1カ月
で登記が完了し、ここから法定後見
がスタートします。法務局で発行し
てもらう登記事項証明書が後見人
の資格証明となります。

●最初にすること
就任後、財産調査に着手してから1 
カ月以内に、財産目録・年間収支の
見込みを家庭裁判所に提出します。

●活動の報告
定期的に家庭裁判所に活動報告を
します。

●受理面接
申立人、後見人等候補者、（出席が可
能であれば）本人と面接を行い、申立
書類の確認や状況の確認をします。

●調査・審問
家庭裁判所の調査官が、本人の状況
や親族の意向を調査します。補助の
場合や代理権・同意権を付与する申
立てをした場合、申立てに対する本
人の同意を確認します。

●鑑定
本人の判断能力についてより正確に
把握する必要があるときは、医師に
よる精神鑑定を行う場合があります。

●申立人を検討します
申立てをすることができる人は、
以下のとおりです。

本人、配偶者、四親等内の親族、
市町村長、検察官

▶本人の親族
▶法律・福祉の専門家（弁護士、司
法書士、社会福祉士など）などの
第三者がなることができます。
▶社会福祉協議会等の法人

※最終的には家庭裁判所が適任
者を選任します。
※複数の人がなることもできます。
※申立ての時点で後見人の候補
者がいない場合も、申立てでき
ます。

費　用

家庭裁判所において

書類 と 費用成年後見人になれる人

申立てできる人

成年後見診断書
3,000円～10,000円程度

●後見人の候補者を検討します ●申立てに必要な書類を準備します

費用合計 …………… 約6万円程度

知っておく
と便利!! 知っておく

と便利!!

書類の作成について
アドバイスします！

「申立書の書き方が分からない」「専
門家に作成を依頼したい」という方
は、いいだ成年後見支援センターにご
相談ください。書類作成を代理する専
門職をご紹介したり、ご自分で作成さ
れる場合は記入方法をお伝えします。

申立に必要な書類の入手方法
●診断書
●本人情報シート

●登記されていないことの証明書　➡　東京法務局

●印紙・切手類　➡　郵便局

裁判所ホームページ 裁判所　後見ポータルサイト｝➡ 検 索
※いいだ成年後見支援センター・長野家庭裁判所飯田支部でもお渡しできます

●申立の手引き
●申立書類

長野家庭裁判所ホームページ 長野家庭裁判所　成年後見｝➡ 検 索

東京法務局　登記されていない事の証明書 検 索

※いいだ成年後見支援センター・長野家庭裁判所飯田支部でもお渡しできます

申
立
前
の
確
認
事
項

家庭裁判所

法定後見制度の申立手続きの流れ　　　　　　　　　　　　　法定後見制度を利用するには、家庭裁判所に対する申立手続きが必要です3
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本人に関するもの
①戸籍謄本②住民票③印鑑登録証明書

任意後見受任者に関するもの
①住民票②印鑑登録証明書

その他
診断書や財産目録等が必要な場合もあるので、公証
人に確認してください。

①任意後見契約公正証書作成の基本手数料
………………………………………… 11,000 円
②登記嘱託手数料 ……………………… 1,400 円
③登記所に納付する印紙代 …………… 2,600 円
④その他　証書代・郵送用切手代など

検討 申立審理 任意後見
スタート契約

成人であればだれでも任意後見人になるこ
とができます。弁護士、司法書士、社会福祉
士などの専門家に依頼することもできます。

●任意後見受任者に委任する
　内容を決めます
本人と任意後見受任者（将来、任意後見人に
なる人）との話し合いにより、委任する内容
を決めます。

●任意後見契約の締結
本人と任意後見人受任者が、公証役場に行き、公正証
書による任意後見契約を結びます。病気等で公証役場
に行けない場合には、公証人に出張してもらうことも可
能です（有料）。

▶財産管理に関する法律行為
▶身上監護に関する法律行為
▶任意後見人に支払う報酬（本人と任意後
見受任者との話し合いで、あらかじめ報酬
を決めておきます。）

支援する人が本人と定期的に面談や連絡を行い、本
人の生活状況及び健康状態を把握して、任意後見の
開始時期を判断してもらう契約です。任意後見契約
と見守り契約を併用して利用することで、適切な時期
に任意後見監督人の選任申立てができるようになり
ます。任意後見が始まると本契約は終了します。

任意後見人になれる人

必要な書類

申立書類
申立書、申立事情説明書、本人の財産目録

本人
戸籍謄本、住民票、登記されていないことの証
明書、後見登記事項証明書（任意後見）、診断
書、任意後見契約公正証書の写し

申立人
戸籍謄本

任意後見受任者
身分証明書、任意後見受任者事情説明書

①収入印紙 ……………………… 2,200 円
②郵便切手 ……………………… 2,980 円

●任意後見監督人の選任を申立て
本人の判断能力が不十分になった時期に、住所地の
家庭裁判所に任意後見監督人選任の申立てをします。

本人、配偶者、四親等内の親族、任意後見受任者

申立てできる人

必要な書類

任意後見監督人の選任にかかる費用

任意後見契約書作成にかかる費用

委任する内容

●任意後見をお願いする人を
　決めます

判
断
能
力
が
低
下
し
た
ら

●審問・調査
家庭裁判所の調査官が、本人の
状況など詳しい事情を関係者
から聴取します。

●審判確定
家庭裁判所が任意後見監督人
を選任します（審判書が、申立
人、本人、任意後見人、任意後見
監督人に通知されます）。

●後見登記
審判確定後、家庭裁判所が東京
法務局に後見登記の登録を依
頼します。
確定から10日前後で登記完了
の通知が来ます。
任意後見監督人が選任された
ときから、任意後見受任者は正
式に任意後見人となり、任意後
見契約の内容に基づいて支援
をします。
任意後見人の職務について、任
意後見監督人を通じて家庭裁
判所に報告します。

任意後見
契約終了

●登記
終了の登記をする。

●契約が終了
　するのは
▶死亡等
　本人や任意後見人の死
亡・破産
▶契約の解除
　正式な事由と家庭裁判
所の許可が必要
▶任意後見人の解任
▶法定後見を開始する場合

任意後見制度と併用すると便利な契約

●見守り契約
自分の財産の管理やその他の生活上の事務につい
て、代理権を与える第三者を選び、具体的な管理内容
を決めて委任するものです。
契約は、当事者間の合意のみで効力が生じ、開始時期
や内容も自由に決めることができます。
任意後見が始まると本契約は終了し、任意後見へと
移行します。

●財産管理委任契約
成年後見人等や任意後見人の職務は、本
人の死亡により終了します。
死後事務委任契約は、本人が亡くなったあ
との諸手続き、葬儀、埋葬、家財の片づけ
などの事務を第三者に委任するものです。
きちんと契約が履行されるために、公正証
書にするのが望ましいと言われています。

●死後事務委任契約
公正証書遺言は、公証役場にて遺言内容を公証人に口授し、公証人
が証書を作成します。公証役場に出向くことが困難な場合は、公証人
が出張して作成することも可能です。
また、遺言内容を確認する証人２人の立会いが必要ですが、適当な証
人がいない場合は、公証役場で紹介してもらうこともできます。
死亡後に自分の希望を確実に執行してもらうために、遺言内容の手
続きをすすめる「遺言執行者」を定めておくことが望まれます。
公正証書遺言を作成する場合の手数料は、相続財産の金額等によって異なります。

●公正証書遺言

任意後見制度の申立手続きの流れ　　　　　　　　　　　任意後見制度を利用するには、公証役場で公正証書による契約締結が必要です4
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●預貯金通帳、印鑑、証書類の管理 
●収支の管理（預貯金の管理、年金・給与の受取り、
　公共料金・ 税金の支払いなど）
●保険金の請求
●不動産の管理、保存、処分 
●遺産分割、行政上の手続き、税の申告
●本人が不利益な契約を結んでしまった場合の取消し 

財産の管理に関する事務

家庭裁判所への報告 よくある質問

審　判

信託契約締結

●成年後見人等ができること

●居住用不動産を処分する場合（売却、賃貸、賃貸借契約の解除など）は、家庭裁判所の許可が必要です。
●成年後見人等と本人の利益が相反する行為については、家庭裁判所による特別代理人の選任が必要です。

★成年後見人等として注意すべきこと

●成年後見人等は報酬付与の申立てを家庭裁判所にすることができますが、許可なしに本人の財産から報酬を受け
取ることは認められていません。
●成年後見人等は本人のために本人の財産を適切に管理しなければならず、本人の利益にならない支出等、財産を不
適切に管理した場合、成年後見人等を解任されるほか、損害賠償請求を受けるなど民事責任を問われたり、業務上
横領などの罪で刑事責任を問われたりすることもあります。

※成年後見と未成年後見において利用することが出来ます。
保佐、補助及び任意後見では利用できません。
※信託することの出来る財産は、金銭に限られます。

自分一人では申立や手続きを進めていくことが不安な場
合には、弁護士や司法書士等に申立手続きを代理しても
らったり、委任したりすることができます。
後見センターにおいて、書類の書き方をアドバイスするこ
ともできます。

成年後見人等は本人の財産を適切に管理しなければなりません

●利殖等を目的とした資産運用 
●財産の贈与、第3者の利益となる財産処分
●親族や第三者が支払うべき費用の立替え、または
　支払いといった本人の利益にならない費用の支払い 
●本人の利益にならない債務保証、財産放棄 
●日用品の購入など日常生活に関する行為に対する同
意権、取消権の行使

家庭裁判所は、後見制度支援信託の利用を検討
すべきと判断した場合は、弁護士、司法書士、
社会福祉士等の専門職を後見人に選任します。

●成年後見人等ができないこと

●本人の住居の賃貸借契約の締結、費用の支払い 
●健康診断等の受診、治療・入院等に対する契約の締
結、費用の支払い 
●福祉施設の入退所に関する契約の締結、費用の支払い 
●介護保険制度や障害者総合支援法のサービス利用契約、
　サービス内容の確認、処遇の監視、異議申立て
●教育・リハビリに関する契約の締結、費用の支払い。

生活及び療養看護に関する事務
●成年後見人等ができること

●医療行為に対する決定及び同意（輸血、手術など） 
●入院や施設入所、入居の際の保証人・身元引受人
●健康診断の受診・入院や施設への入所、介護、教育・
リハビリ等を本人の意思に反して強制的に行うこと 
●遺言、養子縁組、認知、婚姻、離婚など一身専属的な行為 
●居住する場所の指定（居所指定権）
●本人の死後の事務（葬儀・相続など）

●成年後見人等ができないこと

成年後見人等は、本人の意向を尊重し、本人の心身の状態や生活状況に配慮しながら、生活や
療養看護に関する事務や財産管理を行うことによって、本人を保護・支援します。

後見制度支援信託は、本人の財産のうち、日常的な支払いをするのに必要な金銭を預貯金等と
して成年後見人が管理し、通常使用しない金銭を信託銀行等に信託するしくみのことです。

成年後見人等は、家庭裁判所に財産管理及び身上監護の状況を報告し、必要な指示を受ける義務があります。

専門職後見人が選任
本人の財産

普段は
使用しない金銭

信託銀行等が管理

後見人等が管理

信託財産

日常生活で
必要な金銭

預貯金

後見制度支援信託の利用の
適否についての検討

家庭裁判所に信託契約をする
旨の報告書提出

専門職後見人が辞任
親族後見人への財産の引き継ぎ

専門職後見人は、本人の生活状況や財産状況
を踏まえて、後見制度支援信託の利用に適して
いるか検討します。

払い戻しや解約等には、
家庭裁判所が発行する指
示書が必要になります。

Q 手続きが難しくて申立ができそうもない

A 申立て手続きを委任することができます
身近に後見人になってくれる人がいなくても、家庭裁判所
が本人の意思や状況を考慮し、適任の後見人を選任しま
す。また、弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職を後
見人の候補者として依頼したい場合、後見センターで斡
旋することもできます。

Q 後見人の候補者がみつからない

A 申立ては可能です

成年後見人等の仕事について5 後見制度支援信託6
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